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求められてきた権利憲章
多くの納税者団体が加入する「納
税者権利憲章を作る会」では、長年
にわたって政府や各政党に対して納
税者権利憲章の制定を求めて運動を
進めてきました。その要請を受け
て、2002年に、当時の民主党、日本
共産党、社会民主党の野党３党が共
同で、「税務行政における国民の権
利利益の保護に資するための国税通
則法の一部を改正する法律案」を国
会に提出しました。
この法案は、審議未了で廃案とな
りましたが、その中には、①納税者
の行った手続きは誠実に行われたも
のとして尊重すること、②税務行政
は、国民の基本的人権に配慮すべき
こと、③税務調査は書面によって事
前に通知すべきこと―など、先進
国の権利憲章にならった優れた内容
を含んでいました。
それから約７年後の総選挙で民主
党は、納税者権利憲章の制定を公約
の目玉の一つに掲げて政権の座につ
きました。これにより、あらためて
その実現が待たれていました。
そして今年１月、「平成23年度税
制改正一括法案」で、納税者権利憲
章の制定が盛り込まれた国税通則法
の改正が打ち出されました。

裏切られた国民の期待
国税通則法とは、国税の納付義務
の成立と確定、納税申告、更正、決
定、加算税、延滞税、異議申立てや
審査請求の不服申立て等、国税につ
いての基本的かつ共通的な事項を定
めた国税に関する基本法というべき
法律です（以下「通則法」）。ここに、

ようやく権利憲章の実現が図られる
のではないかと期待されました。
しかし、発表された法律案は残念
ながら国民の期待を大きく裏切るも
のだったのです。
確かに、法案の中には「納税者権
利憲章の作成」（当初案通則法４条）と
いう文字はありましたが、それは法
律事項ではなく国税庁長官の作成す
る単なる行政文書に過ぎず、述べら
れるべき納税者の権利は、現行法に
定められているものをほとんど出て
いないものでした。
通則法改正で納税者の権利の拡大
につながる規定としては、減額更正
の請求期間を現行の１年から５年に
延長すること、すべての更正および
決定等の不利益処分に理由付記を義
務付けること―の２点くらいしか
見当たりません。それも単なる「改
正」ではなく、増額更正できる期間
が３年から５年に延びるほか、事
業、不動産、山林の各所得を有する
者には、所得金額に関わらず全て記
帳が義務付けられること（現行では所
得300万円超の者に限る。所得税法231条の２）

など、理由付記と引き換えに、納税
者に不利益な規定と抱き合わせに
なっているのです。

他に類を見ない調査権の強化
さらに現行では各個別税法に規定
されている質問検査権が通則法に統
合されるとともに、税務職員の権限
は著しく強化されようとしています。
政府や民主党は、この質問検査権
の強化について、「現在、調査実務
の中で慣行として行われている手続
きを法律に明文化するだけ」と説明

していますが、この説明は明らかに
誤りであり、ゴマカシです。
現行法では、納税義務者に「質
問」し、帳簿書類その他の物件を
「検査することができる」とされて
いるだけですが、今回の法案では、
帳簿書類その他の物件の「提示若し
くは提出を求めることができる」（74
条の２～６）ところまで権限が拡大さ
れます。提出要求に正当な理由がな
く応じない場合は、不答弁や検査拒
否と同様に「１年以下の懲役又は50
万円以下の罰金に処」されることに
なります（127条）。
行政調査においてこれほど強力な
権限を認めている法律は他に見当た
りません。それほど重大な「改正」
であるにもかかわらず、「現行の慣
行を法律化したものに過ぎない」と
いう説明は納税者を欺くものです。
また、調査の事前通知についても
規定されようとしています（74条の
９）。当初案では書面による通知と
なっていましたが、３党合意による
修正案では、「口頭による通知」に
格下げされたほか、「事前通知を要
しない場合」（74条の10）が規定され
ます。税務調査は、脱税などの犯罪
事件の場合を除いて、もともと任意
調査ですし、そのことは質問検査権
の規定「犯罪捜査のために認められ
たものと解釈してはならない」（74条
の８）という条文からも明らかです。
仮に犯罪捜査の場合であっても、
物件等の提出はあくまでも「任意に
提出」されたもの以外は、裁判官の
発する令状によらなければ押収する
ことはできません（刑事訴訟法101条［裁
判上の領置］、同221条［検察官、司法警察官

等の領置］、国税犯罪取締法は１条）。
任意調査ですから、予告なしの調
査は「事前通知を要しない場合」に
該当するとしても本来受忍義務は生
じません。ただ、このような規定の
存在自体が納税者に対する無形の圧
力として作用することになります。
これまでの「質問」や「検査」の
規定で、税務調査は滞りなく行われ
てきたのですから、あらためてその
権限を拡大する合理的な理由は全く
見当たりません。

拙速を避けて仕切り直そう！
1962年の通則法制定当時、前年の
政府税制調査会の答申が発表される
と中小企業団体や学界、最後には労
働組合までが反対にまわり、当時の
大蔵省主税局は急きょ声明を発表
し、答申に含まれていた次の５項目
の立法を断念することにしました。
① 実質課税の原則、租税回避の禁止
等に関する宣言規定
②一般的な記帳義務規定
③ 質問検査権の統合的規定と特定職
業人の守秘義務の関係規定
④ 資料提出義務違反に対する過怠税
⑤無申告脱税犯に関する改正規定
それでも、政府案について「人格
のない社団等」の適用関係をめぐっ
て国会は年度末を超えて紛糾し、４
月２日成立、４月１日施行という異
常事態を招きました。
政府は、その後の税制関連法の改
正などを通じてこれらの当初通則法
に立法できなかった部分を実現して
きましたが、今回の法案で②と③が
完了することになります。④は罰則
の強化で、⑤は６月の改正ですでに
実現しています。①は税法解釈の基
準を定めようとしたもので、立法の
ための指導理念ではありますが、税
法解釈の基本原則とすることは租税
法律主義を根本から否定しようとす
るものですから、今後とも立法化は
困難だろうといえます。
これほど重大な「改正」をまとも
な審議もしないまま、民主、自民、
公明３党の税制調査会での、いわば
密室協議によって成立させようとし
ていることは厳しく追及される必要
があります。
予算関連法案でもありませんか
ら、拙速を避けて、今国会での成立
は見送り、十分な国民的な討議を行
い、世論の動向を反映したところで
成立を図るべきものといえます。

フランスやドイツをはじめ多くの先進諸国では、納税者の権利を守るべく、それぞれ独自の権利憲章を有して
いる。日本でも1975年に全国商工団体連合会が「意見」を発表して以来、納税者の権利保護を求めて多くの市民
や団体、また税理士などの専門家が憲章策定に向けて活動してきた。そして2011年度税制改正法案では、「納税
者権利憲章」の制定を掲げた国税通則法の改定が盛り込まれた。これまでの運動の成果がようやく実を結ぶかに
見えたが、ふたを開けてみれば権利とは名ばかりの、単なる徴税強化法案に過ぎないものであった。長年にわた
り権利憲章の実現を求めてきた税理士の一人、関本秀治さんに今回の改正案を解説してもらう。 （編）
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国税通則法の「改正」は国民的議論を
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